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3.3 モデル事業 事例ケース 

3.3.1 ケース 1 平成 27 年度 庁舎建設事業（東京都清瀬市、東京都府中市） 

 

【対象事業】 

東京都清瀬市及び東京都府中市の事例では、ともに庁舎の建設事業を対象としてい

る。なお、府中市は基本･実施設計者の基本設計段階、清瀬市は基本計画が終了した

段階でモデル事業による支援を開始した。 

 

 

【発注者の課題とモデル事業での解決策】 

発注者の課題に対してモデル事業では、以下の解決策を導き出した。 

 

 

【その他特記事項】 

「発注者に必要な役割」と「現在の発注者の体制で対応可能な役割」の差異を検討し、

CM 業務の範囲を明確にした。（ギャップ分析） 
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事業の特徴（サマリー） 

 

 

 

 

  



19 

 

多様な入札契約モデル事業の支援フロー 

 
 

 

発注者が抱える課題の正確な把握 

 

  

●発注者は⼤規模庁舎建設の経験不⾜等から、適切な設計の推進や発注等、事業の
推進体制に不安

●特に実勢価格を踏まえた適正な予定価格の設定やコスト管理に不安

区分 清瀬市新庁舎建設事業 府中市新庁舎建設事業

マンパワー
 建築系技術職員が恒常的に不⾜している
 設計者選定段階から、審査体制や審査基準の適切
な設定に不安がある

・建築系技術職員が1名しかいない

 建築系技術職員が⼀時的に不⾜している
・新庁舎建設の他、給食センターや府中駅南口再開発事業など
の⼤型建設事業が並⾏して実施中のため、技術職員が⼀時的
に不⾜

技術

 今後設計を進めるにあたり、技術的に妥当な判断が
出来るか不安である

 工事発注時に適正な予定価格が設定できるか心配

 既存施設の機能を継続したまま新築工事を推進する
必要がある

・解体と建設の繰返しにおける適切な施⼯⽅法の選定や⼯程管
理が必要

 工事発注時に適正な予定価格が設定できるか心配

コスト
 極めて厳格な予算管理が必要

・市の財政状況が厳しく、予算超過は事業中止に直結するため、
設計段階から厳格なコスト管理が必要

 可能な限りコスト低減を図りたい
・建設物価上昇局面にも対応できるよう、可能な限りコスト低減を
⾏っておく必要

■ 発注者が考える課題

モデル事業応募時点では、設計段階から施工者が関与する方式やＣＭ方式を検討

応募事業の概要確認 課題解決に向けた
入札契約⽅式の検討

CMR募集資料の作成・
事業者選定支援

支援の結果と
フォローアップ

発注者による
事業推進

支援
フロー

発注者が抱える
課題の正確な把握

ＣＭ⽅式先⾏事例調査・
関係者説明資料作成

１ 応募事業の概要確認

２ 発注者が抱える課題の正確な把握

３ 課題解決に向けた入札契約方式の検討

 発注者が検討している入札契約⽅式
 発注者が考える事業の課題の整理

 事業の規模、進捗状況等

 本質的な課題に対応した事業実施体制の検討

６ 発注者による事業推進

４ ＣＭ方式先⾏事例調査・関係者説明資料作成
 他公共団体の先⾏事例収集
 関係者説明⽤資料作成

５ CMR募集資料の作成・事業者選定支援
 ギャップ分析（業務範囲の設定）
 役割分担表（案）の作成
 プロポーザル要項（案）等の作成

支援範囲
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課題解決に向けた入札契約方式の検討 

 
 

 

ＣＭ方式先行事例調査・関係者説明資料作成 

 

 

  

■ ②関係者説明⽤資料■ ①先⾏事例調査

●『ＣＭ方式』の導入に当たっては、議会を含めた関係者の理解が必要
●そのため、①先⾏事例調査を実施し、②関係者説明⽤資料を作成

ＣＭ（Construction Management）⽅式とは、コンストラクション・マネジャー
（CMR）が、技術的な中⽴性を保ちつつ発注者の側に⽴って、設計・発注・施⼯
の各段階において、設計の検討、⼯程管理、品質管理、コスト管理などの各種のマ
ネジメント業務を⾏うもの。(2002年 国⼟交通省 『ＣＭ⽅式活⽤ガイドライン』より)

■ ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）とは

発注者

設計者 施工者⇒発注者が本来実施すべき業務範囲－現体制で実施可能な範囲＝ＣＭ業務範囲

・発注⽅式の検討支援
・設計者選定支援
・施⼯者選定支援

・要求品質の確保確認
・過剰設計の防止
・コスト推移管理
・スケジュール進捗確認 等

CMR（発注者支援者）
・設計変更妥当性確認
・要求品質の確保確認
・・コスト推移管理
・スケジュール進捗確認 等

■ 発注者が抱える課題（例）
■発注者とＣＭの関係（例）・短期的に事業量が増加 ⇒ 時限的なマンパワーの確保が困難

・経験の少ない⼯事の進め⽅がわからない ⇒ 事業の手戻り、遅延、コストアップ
・⼯事間調整が多く、十分に手が回らない ⇒ 予期しないトラブル、品質低下の発生

■ ＣＭ方式の活⽤により期待される効果
CMRが発注者側のプロとして、「設計者選定」、「施⼯者選定」や「設計段階」、「施⼯段階」の各段階において、品質・スケ
ジュール・コストに関して、発注者支援を⾏うことによって、「品質の確保」、「コストの適正化」、「事業全体スケジュール遵守」
「説明責任の向上」の効果が期待できる。

• CMRから懸案事項ごとに複数の⽅策が提案され、市はこれらを⽐較してプロジェクトを進⾏でき、意思決定プロセスの透明性が向上した。
• ＣＭフィーは発生するが、それ以上に透明性が高められ、説明責任の向上が期待できるメリットの⽅が⼤きい。
• 職員が十分に確保できない発注者において、ＣＭ⽅式は技術的支援・発注者支援などもあり、設計、⼯事の品質確保に繋がった。
• CMRが発注者側に⽴った第三者として事業全体を把握し、従来の⼯事監理者や監督員に加えてチェック機能の向上に繋がった。
• 設計VEの実施は市単独では困難であり、⺠間のコストマネジメント手法により施設の価値向上にも繋がった。
• 入札契約⽅式の検討および発注プロセスの透明性が確保でき、市⺠に対する説明責任が向上した。
• 維持管理費⽤が予想以上にかかって困ることがあるが、CMRによりライフサイクルコストのチェックが実施され期待通りに完成した。
• ＣＭＲによる品質管理、スケジュール管理、コスト管理等の手法を取り入れることで、市職員のスキルアップにも繋がった。

■ ＣＭ導入効果事例

■ 庁舎建設におけるＣＭ方式採⽤の先⾏事例 庁舎以外の公共事業（建築）においてもＣＭ採⽤事例が年々増加

「千葉県市原市 防災庁舎建設事業」「神奈川県横浜市 新市庁舎建設事業」「東京都町田市 新市庁舎建設事業」「茨城県⽇⽴市 新市庁舎建設事業」 p1

＜ＣＭ方式の採⽤理由＞
・市ではデザインビルド⽅式を決めており、ゼネコンの品質管理、コスト管理には技
術的支援を⾏うＣＭ⽅式が必須であると説明。市議会にも説明し、⼀部の議
員からも賛成意⾒【市原市】

・実施設計段階で予算を超過することが分かったため、予算内におさめる手法と
して最終的には理事者からの指⽰でＣＭ⽅式の導入が実現【町田市】

・基本設計での概算事業費が当初予算を⼤幅に超過。設計段階のＶＥを推
進するため、市内部でＣＭ導入を検討。他市のＣＭ導入事例も調査のうえ、
コスト削減に効果があると判断し、ＣＭ⽅式の導入を決定【⽇⽴市】

＜ＣＭＲ選定方式＞
市原市：公募型プロポーザル、 町田市、⽇⽴市：指名型プロポーザル
＜ＣＭ方式導入で得られた効果＞
・発注者体制の強化 ・技術的評価、判断基準の明確化
・設計者への対応⼒ ・施⼯者への対応⼒ ・説明資料レベルの向上
・コスト構成、コスト推移の可視化によるコスト管理 ・情報共有レベルの向上
・予定価格の妥当性、適正価格の把握
・ＶＥ提案などによるコストダウン ・品質管理の徹底 等

＜ＣＭ導入例 ①＞千葉県市原市 防災庁舎建設工事（延床面積 約8,500㎡）
① 基本設計者とほぼ同時にＣＭ会社が選定されプロジェクトに参画。CMRが事業予算の妥当性検証
② CMRによる基本設計者ＶＥ提案に対する技術的検証、及びCMRからのコスト縮減に繋がるＶＥ提案業務を実施
③ 実施設計・施⼯⼀括発注プロポーザルの公募にあたり、コスト縮減に係るＶＥ提案をプロポーザル⽅式で実施設計・施⼯者から導き出すため

の仕組みの構築、提案内容の評価手法をCMRが提案
④ 実施設計・施⼯者選定⽤書類の作成支援、技術提案の評価支援など、CMRが発注者体制を補完

■ ＣＭ導入事例

＜ＣＭ導入例 ②＞ 東京某区 学校改築プロジェクト
20年にわたり60校以上の改築事業を実施するにあたり、過去10年以上改築⼯事の実績が無かったことから、5年間の時限的に発注者支援
（ＣＭ）業務の導入が⾏われ9校の改築⼯事を支援。最終年次には5年間の集積として「技術継承・教育プログラム」の実施をCMRが⾏い、
その後は区の担当者が改築⼯事の⼀連の業務を継続して進めている。

A社 B社 C社

36億円

概算事業費
43億円

40億円
38億円

実施設計・施⼯
⼀括発注

プロポーザル
（ＶＥ提案付）

提案上限価格の
▲約84%で発注

③コスト縮減に係る
事業者選定の仕
組み、評価手法
を提案

事業費の推移

基本設計
期間中

実施設計・施⼯者選定フロー

募集公告

対話型ＶＥ提案

技術提案書受領

応募者プレゼンテーション・
ヒアリング

技術評価及び
実績・体制評価

提案価格⾒積書開札
優先交渉権者決定

【主な手続き】 【CM業務】
• 募集要項、要求水準書、評価基
準、提案様式集などの作成支援

• 質疑応答、参加資格確認支援

• ＶＥ対話開催支援と同席
• ＶＥ提案内容の確認・所⾒のとりま
とめなどの評価支援

• 技術提案内容の確認・所⾒のとりま
とめなどの評価支援

• 技術面（建築・構造・電気・機
械）のヒアリング支援

• プレゼンテーション開催支援と同席
（役割分担検討・時間管理など）

• 審査員評価点数の集計等
（※ＣＭは評価・採点は⾏わない）

④発注者体制の補完

①事業予算の
妥当性検証

基本設計完了後
提案上限価格

43億円

事業費
⾒直し

各社提案価格あ

②基本設計段階の
コストマネジメント
VE提案(設計者・
CMR)等による
コスト削減

先⾏事例でのアンケート結果概要

庁舎建設事業におけるＣＭ⽅式採⽤事例の調査
対象事業： 市原市防災庁舎、町田市新庁舎、⽇⽴市新庁舎
調査⽅法： アンケート票及び担当者へのヒアリング
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ＣＭＲ募集資料の作成・事業者選定支援① 

 
 

 

ＣＭＲ募集資料の作成・事業者選定支援② 

 

  

■ 事業関与者役割分担表（案） ≪参考資料１≫

■発注者、CMR等の役割整理
●円滑な事業推進にはＣＭＲを含む事業関与者間の役割分担の明確化が重要
●ギャップ分析で設定した業務内容に基づき、『事業関与者役割分担表（案）』の作成に
より、役割分担を明確化

別紙　　事業関与者役割分担表－１　【設計者選定段階】

【１】　設計者選定段階

1. プロジェクト基本計画の整理

1. プロジェクト目的の整理

2. 制約条件の整理

3. 概略図（ゾーニング）、事業対象範囲の策定

4. 事業費概算書の作成
（⼟地取得費・建設費・付帯⼯事費含む全体事業の網羅性の確認）

5. ⼯事発注計画の更新（多様な入札契約⽅式の検討）

6. 付帯関連⼯事に関する発注計画の策定

7. 入札契約⽅式についての検討・決裁者への説明

8. 設計者選定⽅法等の策定（コンペ、プロポーザル等からプロポーザルを選定する整理）
　※　発注者はプロポーザル⽅式による設計者選定を予定

9. マスタースケジュールの作成

10. プロジェクト基本計画書の作成　（上記1〜9をまとめた書面）

2. 設計者選定公募手続き

1. 設計者選定における評価基準、選定プロセス（デイリー）の策定

2. 設計者選定スケジュールの策定、およびスケジュール管理

3. 設計業務委託範囲の整理（設計対象の整理、設計成果物の確定）

4. 設計委託報酬　予定価格の算定

5. 設計者選定⽤の資料の作成
　（募集要項、応募様式、仕様書、評価基準等）

6. 設計者選定公募手続き（HPでの公告等）

３. 設計者選定に係る審査会の運営

1. 審査委員設置要綱の策定　（※　設計者選定のための委員会を審査委員会とする）

2. 審査委員の選定、委嘱、審査委員会の招集

3. 審査委員会の運営　（設計者ヒアリングを含む）

4. 設計者選定に係る技術的評価支援（⽐較表の作成など）

5. 応募者への対応（現地調査、質疑回答含む）

6. 市⺠・議会などへの説明 （設計者選定公開プレゼンテーションを含む）

4. 共通業務

1. プロジェクトの情報管理　（情報管理システムの構築・運営）

2. 会議体運営、出席（事務局との会議）

※　主な⾔葉の定義

承諾 作成

承諾 案作成

承諾 案作成

承諾 案作成

承諾 案作成

説明

（資料提⽰）
承諾 案作成

出席・協議
議事録作成

支援・案作成

出席・運営支援
議事録作成

案作成

助言

助言
（招集支援）
出席・運営支援

議事録作成

作成

案作成

（資料提⽰）
承諾

案作成

案作成

案作成

助言

案作成

出席・協議

案作成

案作成

案作成

助言

承諾

承諾

主催

承諾

作成

作成

選定・委嘱

主宰

項目
役割分担

【ＣＭr】【発注者】

承諾

承諾

承諾

『承諾』　作成者・報告者が提出する資料に対して、内容を確認、協議の上、承諾すること。

承諾

承諾

承諾

承諾

発注者業務
（抽出・整理）

発注者

ＣＭＲ
設計者

発注者業務
（抽出・整理）

発注者
ＣＭＲ

清瀬市 設計者選定段階 府中市 基本設計段階 府中市 ⼯事発注段階

発注者業務
（抽出・整理）

発注者

ＣＭＲ
設計者

応募事業の概要確認 課題解決に向けた
入札契約⽅式の検討

CMR募集資料の作成・
事業者選定支援

支援の結果と
フォローアップ

発注者による
事業推進

支援
フロー

発注者が抱える
課題の正確な把握

ＣＭ⽅式先⾏事例調査・
関係者説明資料作成
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ＣＭＲ募集資料の作成・事業者選定支援③ 

 
 

 

支援の結果とフォローアップ 
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3.3.2 ケース 2 平成 27 年度 病院建設事業（静岡県島田市） 

 

【対象事業】 

静岡県島田市の事例は、病院の建て替え事業を対象としている。なお、モデル事業に

よる支援は基本計画が終了した段階で開始した。 

 

 

【発注者の課題とモデル事業での解決策】 

発注者の課題に対してモデル事業では、以下の解決策を導き出した。 

 

【その他特記事項】 

工事の入札契約については、各方式のメリット・デメリットを整理したが、設計がある程度

進捗した段階で、CM 業務で再検討をした上で選定することとした。 

  

平成 34 年度予定（解体・外構も含めたグランド・オープン） 
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事業の特徴（サマリー） 
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多様な入札契約モデル事業の支援フロー 

 

 

 

発注者が抱える課題の正確な把握 

 

１ 応募事業の概要確認

２ 発注者が抱える課題の正確な把握

３ 病院事業特有の課題の整理

●事業の進捗状況（スケジュール）に応じて支援範囲を設定して実施
●島田市では以下のフローで支援を実施

 病院事業特有の課題の整理
 他公共団体の先⾏事例調査

４ ＣＭ⽅式の導⼊検討

５ ＣＭＲ募集資料の作成、事業者選定⽀援
 関係者間の役割分担の整理（ＣＭＲの役割の抽出）
 病院建設実施体制表の作成

 事業の規模、進捗状況等

 発注者が想定していた課題の検証

 役割分担等を踏まえた発注関係図書（案）の作成

支援範囲

６ 発注者による事業の推進
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病院事業特有の課題の整理（１） 

 

 

 

病院事業特有の課題の整理（１）-① 複雑 
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病院事業特有の課題の整理（１）-② 変化 

 
 

 

 

病院事業特有の課題の整理（１）-③ 継続、④ 体制 
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病院事業特有の課題の整理（２）先行事例調査 

 

 

 

ＣＭ方式の導入検討（体制の整理）① 

 

●想定した病院事業特有の「4つの課題」を検証するため、先⾏事例調査を実施

●いずれの病院でも「４つの課題」と同様の課題に苦慮している

市⽴A病院（設計・分離方式） 県⽴B病院（設計施工⼀括方式）

前提条件

【コスト】
・建設費の上限あり（公⽴病院改⾰プラン（H19.2）により上限が30万/㎡）
【品 質】
・市⽴病院特有の課題への対応（救急センター・⼩児救急・精神科病床・結核病床への
取組、災害拠点病院の役割、将来計画等）

【コスト】
・基本計画での事業費39.8万/㎡以下での事業実施
【⼯ 期】
・⼯期を可能な限り短縮

事業推進体制（発注者）

・院内では新病院整備室（事務局）、建設委員会が中心となりまとめた
・基本構想等必要に応じ、外部の専門家委員会やコンサルが参加
・院内組織では基本構想・計画で1〜3人、基本設計6人、実施設計〜⼯事段階で8人で活動
特に施⼯段階での繁忙期に臨時で市から数人が派遣された

・基本的には院内にて、⽅策の⽴案決定が可能（議会承認ほぼなし）

・全体の調整は病院事務局が実施
・意⾒取りまとめは建て替え検討委員会事業内容の検討（施設整備検討委員会）会）
・院内組織では、基本構想・計画で2人、基本設計9人、実施設計13 人。⼯事段階13人で活動
・基本的には院内にて、⽅策の⽴案決定が可能（議会承認ほぼなし）

設計段階での取組・課題

・30万/㎡というコスト目標の設計段階での検証は困難
・市⺠病院として求められる機能を盛り込むことはできたと考えているが、結果として面積は
増となった

・施⼯段階で設備関連のシャフトの不⾜等取り合い関係で、平面・断面とも設計変更がで
た

・医師や看護師の要望については、経営的な目線でまとめるとともに、院内の調整により過
剰な仕様によるコストアップを防止

・基本設計の密度を上げ、コストを把握し実施設計段階での設計変更を抑えた。（基本
計画段階までは意⾒が噴出し、面積が多⼤になったが、基本設計段階で整理しながらまとめた
ため、実施設計段階でぶれが生じなかった）

施工段階での取組・課題
・発注段階の査定業務、⼯事中の調整等マンパワー不⾜となり、時間がかかった
・将来拡張のため、建築面積を縮⼩し、地下を設ける計画変更を⾏った
・実施設計中に東⽇本⼤震災が起こったが、BCP項目は事前にかなり盛り込んでいたため、震災に
起因する変更はほとんどなかった

・追加コスト（東⽇本⼤震災の影響で、BCP対応項目（非常⽤電源増量、複数受電等）
が増えた

課題・問題点

【組織体制の脆弱性】
・事業全体を通じ、職員のマンパワー不⾜や専門的な職員の不在により、調整や取りまと
め、コスト・品質管理が⾃信を持って万全だったとはいえない

・医療機器や備品について総合的にわかる人がいれば良かったと感じた
【内部要因】
・医師の異動による要望変更の可能性

【組織体制の脆弱性】
・建築の専門知識の不⾜（コスト等の判断に苦労した）
・組織人員の不⾜
・ＣＭの未導入（第三者からのセカンドオピニオンがあればより良い成果が実現できた）

調査結果の整理

発注者による
事業推進応募事業の概要確認 病院事業特有の

課題の整理 先⾏事例調査 ＣＭ⽅式の導入検討発注者が抱える
課題の正確な把握

支援
フロー

ＣＭR募集資料の作成
ＣＭ業務の発注
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ＣＭ方式の導入検討（体制の整理）② 

 

 

 

ＣＭ方式の導入検討（体制の整理）③ 

 

① プロジェクト関係者の役割分
担の明確化

② 設計課題を抽出し、設計者に
課題解決策を要求

③ 設計者から報告された課題解
決策の取組進捗の管理

④ 附帯工事による建物要求事項
の基本設計への反映確認

⑤ 発注方式の検討及び決定支援
の実施

⑥ 発注スケジュール、施工スケ
ジュールの策定、発注関係図
書の作成

⑦ プロジェクト情報管理システ
ムによる情報の管理・更新・
運用

●発注関係図書の作成に向けてＣＭＲの役割分担を具体化（役割分担表（案）の作成）
≪参考資料１≫ 【発注者】 【ＣＭＲ】 【設計者】

基本設計段階
1 基本設計開始段階の検討

1
発注者（病院内）体制の構築、メンバー招集
  （プロジェクト関係者の役割分担の明確化）

提示 資料作成 確認

2 設計要件の提示(基本方針、目標コスト、目標工期等） 提示 資料作成 確認
3 マスタースケジュールの作成 承諾 資料作成 確認

4 基本設計者への基本設計方針書の作成依頼等 承諾
作成依頼
資料確認

資料作成

5 基本設計スケジュールの管理 承諾 進捗確認 資料作成
2 基本設計の内容確認及び技術的提案

1 基本設計内容の検証（品質、工程、コストなど技術的課題を含む） 承諾 検証・資料確認 資料作成
2 設計課題の管理 承諾 管理・資料作成 確認・検討
3 設計者作成の工事概算の確認・検証 承諾 検証・資料確認 資料作成
4 事業費推移の管理 承諾 管理・資料作成 確認・検討
5 設計者作成の工事スケジュール案の確認・検証 承諾 検証・資料確認 資料作成
6 設計者作成の仮設計画、建替え順序（ローリング計画等）の検証 承諾 検証・資料確認 資料作成
7 設計者提案の構工法・施工性の検証 承諾 検証・資料確認 資料作成
8 設計者より提出される技術提案・ＶＥ提案の検証・採否 承諾 検証・資料確認 資料作成
9 発注側でのＶＥ案の検討及び提案、設計者への検討依頼 承諾 資料作成 内容確認・検討

10 基本設計図書等の内容の確認（発注者欲求事項の設計反映有無） 承諾 資料確認 資料作成
11 基本設計成果品の検収 承諾 資料確認 資料作成
12 基本設計の公表(中間、完了時）及びパブリックコメント募集の支援 実施 支援 協⼒
13 基本設計説明会の開催（市⺠向け） 実施 支援 出席・協⼒
14 関係部門への説明支援 実施 支援・資料作成 協⼒

3 医療機器・家具・備品・情報通信機器など付帯工事への対応
1 付帯工事の発注計画書（スケジュール等）の確認 資料作成 資料確認 ―
2 付帯工事スケジュールと設計スケジュールの整合性確認、調整 承諾 資料確認・調整 資料作成
3 付帯工事の概算費用の確認 資料作成 資料確認 ―
4 付帯工事による建物要求事項の設計への反映確認 承諾 資料確認・調整 資料作成

4 工事発注計画書の作成
1 発注スケジュール及び施工スケジュールの作成 承諾 資料作成 内容確認
2 工事発注区分表の確認及び決定支援 承諾 資料確認・調整 資料作成
3 発注方式の検討及び決定支援 承諾 資料作成 内容確認
4 工事発注に伴う必要書式の作成支援（発注仕様書・契約書（案）等） 承諾 資料作成 内容確認
5 契約内容の確認助言 承諾 助言 ―

5 共通業務
1 プロジェクト情報管理システムの構築・運営 承諾 構築・運営 協⼒
2 設計定例会議出席 出席・承諾 出席 主宰
3 設計分科会の出席 出席・承諾 出席 主宰

項目
役割分担

【ＣＭＲの役割例－基本設計段階】

発注者による
事業推進応募事業の概要確認 病院事業特有の

課題の整理 先⾏事例調査 ＣＭ⽅式の導入検討発注者が抱える
課題の正確な把握

支援
フロー

ＣＭR募集資料の作成
ＣＭ業務の発注
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ＣＭＲ募集資料の作成、事業者選定支援 

 

 

 

発注者による事業推進 
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3.3.3 ケース 3 平成 28 年度 庁舎建設事業（香川県善通寺市） 

 

【対象事業】 

香川県善通寺市の事例は、庁舎の建て替え事業を対象としている。なお、モデル事業

による支援は、基本計画の完了後、基本設計の設計者選定段階から開始した。 

 

 

【発注者の課題とモデル事業での解決策】 

 発注者の課題に対してモデル事業では、以下の解決策を導き出した。 

 

 

【その他特記事項】 

設計施工分離方式としたが、インフラや水路設備等の庁舎建設の準備工事を分離し

て先行発注することとし、事業工程にゆとりを持たせた。 
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事業の特徴（サマリー） 
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多様な入札契約モデル事業の支援フロー 

 

 

 

発注者が抱える課題の正確な把握 

 

 

●コスト・スケジュール・競争環境を踏まえ、工事を発注するための入札契約方式選定への不安
●理事者、議会、市⺠等に対し、論理的かつ明確に説明できる入札契約方式選定のプロセス構築
●庁舎建設事業への経験不⾜による事業推進体制への不安

課題 詳細

品質  発注者や市⺠の要求を確実に反映した設計品質の確保が必要
コスト  最適な発注⽅式、時期の選定、地域の実情を踏まえた競争環境の創出により、予算内での事業実現が必須

スケジュール  既存庁舎の耐震性が不⾜しているため、できる限り早い庁舎建設が必要（竣⼯期限の絶対条件はない）

■ 善通寺市新庁舎建設事業における課題の整理・把握

善通寺市における重要度の⾼い課題は以下の２点として整理
➀説明責任を果たすことのできる入札契約方式の選定、②発注者体制の補完

課題① 詳細

入札契約方式
 事業特有の課題等を踏まえた公正かつ
論理的な入札契約方式の選定プロセス
が必要

課題② 詳細

発注者体制
 庁内において、⼤規模な庁舎建設事業を推

進する上で事務的、技術的な経験やマンパ
ワーが不⾜
（※市全体で、建築技師は３〜４名で推移）

■ 発注者が抱える課題の整理・把握

「発注者の抱える課題」を整理・把握

発注者による
事業推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の正確

な把握および支援内容
事業の課題整理と
入札契約⽅式選定プロセス

入札契約⽅式選定の
先⾏事例調査

CMR募集資料の作成
・事業者選定支援
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庁舎建設事業において想定される課題と支援のポイント 

 

 

 

事業の課題整理と入札契約方式選定プロセス 【ポイント①】 
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入札契約方式選定プロセスの先行事例調査 【ポイント①】 

 

 

 

先行事例における予算決定および変動について 【ポイント②】 
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ＣＭＲ募集資料の作成、事業者選定支援 【ポイント②】 

 

 

 

今後のスケジュール 

 

当初予定されたスケジュールを変更することなく、入札契約方式の選定や円滑な事業推進体制に向けた体制構築を支援
① 入札契約方式の意思決定を支援。事前工事（インフラ・⽔路移設等）を分離・先⾏発注し、新庁舎工事着工前に

完了することで工期延伸のリスクも低減。
② CM業務範囲の検討を支援。発注者が重視する設計段階のコストマネジメントに重点をおいた業務範囲を設定。

年
度

平成28年度（2016） H29年度
(2017)

H30年度
（2018）

H31年度
（2019）

H32年度
（2020）

H33年度
（2021）7 8 9 10 11 12 1 2 3

当
初
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

支
援
業
務
を
反
映
し
た
更
新
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

建設⼯事
●建物

供⽤開始

設計者選定

事業工程

基本設計・実施設計

発注
手続き

設計者選定準備

基本計画

CM会社選定準備CM⽅式の採⽤検討

事業に関する情報の整理

➀多様な入札契約⽅式の⽐較検討
②最適な事業スキームの検討

➀事業の性格把握
②地域の実情把握

設計マネジメント
CM会社
選定

発注者による
事業推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の正確

な把握および支援内容
事業の課題整理と
入札契約⽅式選定プロセス

入札契約⽅式選定の
先⾏事例調査

CMR募集資料の作成
・事業者選定支援

事前⼯事計画・発注等

②

①

■支援業務を反映したスケジュール更新のポイント

■事業工程（当初スケジュール及び支援業務を反映したスケジュール）

建設⼯事
●建物

供⽤開始

設計者選定
基本設計・実施設計

発注
手続き

設計者選定準備

基本計画

入札契約⽅式の検討

最適な入札契約⽅式検討


